




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































三島市 小布施町 長浜市 三鷹市
地域の概要
人口１１万２千人、面積
６２平方㎞。
静岡県東部、伊豆半島
の入口に位置。
江戸時代は東海道の宿
場町として繁栄。
富士山からの湧水と清
流が豊富。
楽寿園から源兵衛川と
蓮沼川。
人口１万１千人、面積
１９平方㎞。
長野県北部。長野市か
ら電車で２０分。
江戸時代には千曲川の
舟運で繁栄。
町の豪商・高井鴻山は
葛飾北斎を招聘。
特産品は栗・りんご・
ぶどう。
人口８万３千人、面積
１５０平方㎞。
琵琶湖の北東。近畿・
中京・北陸の接点。
秀吉の長浜築城以来、
商都として発展。
県下初の銀行開設や鉄
道開通等、町衆の進取
の気性。
人口１７万７千人、面積
１６平方㎞。
東京都の中央の郊外住
宅都市。
山本有三等、文学者ゆ
かりの地。
戦前は中島飛行機等、
軍需工場が集積。
地区別住民協議会等、
市民参加の素地。
活動の内容
源兵衛川の再生。
三島梅花藻の復活、ホ
タルの里づくり。
ミニ公園の造成、フラ
ワー通りの演出。
学校ビオトープの整
備、自然観察会の実施。
公園整備で住民・専門
家の意見集約。
北斎館、高井鴻山記念
館等、各種美術館を建
設。
沿道の花飾り・花壇づ
くり、オープンガーデ
ン等、住民参加で景観
を整備。
ガイドセンターの運
営、ミニコミ新聞の発
行等、まちづくり会社
が事業を展開。
黒壁ガラス館、黒壁ガ
ラス鑑賞館、スタジオ
クロカベ、長浜オル
ゴール堂等、ガラス工
芸の展示販売施設の整
備。
実験店舗・フリーマー
ケットの運営。
まち歩きマップの発
行、黒壁パスポートの
販売、視察の受付等。
産業プラザの整備等、
ＳＯＨＯの支援。
電子商店街の運営等、
商業の活性化。
情報誌の発行、まちづ
くりの推進。
子育て支援システム、
高齢者交流システムの
開発等、地域コミュニ
ティの推進。
ＩＴを活用した新規事
業の実証実験。
活動の体制
（特活）グラウンドワー
ク三島
三島ゆうすい会、三島
ホタルの会、三島青年
会議所、遊水匠の会等
が加盟。
三井住友建設、東レ等
の企業が参加。
三島市、三島商工会議
所が支援。
うるおいのある美しい
まちづくり条例
環境デザイン協力基
準、町・町民・事業者
の責務を規定。
㈱ア・ラ小布施
小布施町・小布施町商
工会の他、小布施堂等
の地元企業が多数出
資。
㈱黒壁
ガラス工芸の展示販売
等の営利事業。
民間出資中心。年間来
街者２百万人超。
（特活）まちづくり役
場
観光マップの発行、視
察の受付等の公益事
業。独立採算。年間視
察４百件。
㈱まちづくり三鷹
まちづくり公社を改組
したＴＭＯ。三鷹市と
は協働する旨の協定を
締結。
あすのまち・三鷹推進
協議会
市民・事業者・大学・
行政が協働し、ＩＴの
実証実験を展開、成果
を発信。
活動の経緯
上流の開発で湧水が減
少・枯渇、源兵衛川等
の水辺の自然環境が悪
化。
英国の環境改善活動に
注目。
グラウンドワーク三島
実行委員会を結成、後
にＮＰＯ法人化。
北斎画の散逸防止のた
め北斎館を建設。
駐車場不足・住環境整
備から、悠然楼周辺町
並み修景事業を開始。
花いっぱい運動等の流
れから、環境デザイン
協力基準を制定、後に
条例化。
花のまちづくり関連で
各賞受賞。
博物館都市構想で町衆
自治復活の気運。
黒壁銀行の保存と市街
地活性化を目的に㈱黒
壁を設立。
商店街と競合せず、大
企業に真似できない事
業を模索、ガラス館を
構想。
周辺物件を先行確保
し、店舗を集積。
有力工場が転出し、跡
地にマンション。
産業の衰退で税収が減
少する一方、少子高齢
化で福祉需要は増加。
情報化が進展する中、
ＩＴ活用による在宅起
業とサービス向上を提
言。
ＴＭＯを設立し、推進
協議会も発足。
（出所）各種資料をもとに筆者作成
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Ⅲ　まちづくりの構造
　「まちづくり」はどのように進めたらいい
のか。その進め方を一般化することは易しく
ないが、全体像をつかむことは大切である。
　本節では、まちづくりの仕組みを整理して
みる。地域活動といっても目的に応じて類型
がある。また、地域活動にはいきなり始まる
のではなく、一連の流れがある。ここでは、
まちづくりの要点を明らかにしたい。
１　地域活動の資源
　地域活動に取り組むためには、まず、その
地域にはどのような資源があるのかを明らか
にするところから始める。地域を担う主体や
地域を取りまく環境は地域ごとに異なり、そ
れによって地域の強みや弱みも違ってくるか
らである。
①地域の主体
　地域は、企業、行政、学校、個人・家庭・
近隣・ＮＰＯなど、多くの主体から成り立っ
ている。例えば、三島には熱心な市民団体が
あったし、長浜には意欲的な若手経営者がい
た。小山の場合なら、白鷗大学や小山工専な
どの学校があるのは強みかもしれない。
②地域の環境
　また、それぞれの地域には、土地・河川な
どの自然的基盤や、道路・鉄道などの社会的
基盤がある。例えば、三島のように湧水や清
流があるとか、三鷹のように情報基盤が整っ
ているとか。小山の場合なら、JR水戸線・
両毛線・宇都宮線、国道4号線・50号線と、
東西南北の交通の要衝であることだろうか。
２　地域活動の基盤
　地域活動に取り組むためには、次に、それ
らの地域資源をもとに、活動の基盤を整えな
ければならない。
①地域活動力
　地域活動には、地域で何が問題となってい
るかを把握する力、何を目指すべきかを地域
全体で共有する力、その目標に向かってお互
いに連携する力が求められる。例えば、小布
施では「うるおいのある美しいまちづくり条
例」の制定においてそれぞれの責務を定めて
いるし、長浜では「博物館都市構想」の策定
を通じてまちづくりの理念を共有している。
いずれも住民参画によるものである。多くの
地域でまちづくりの条例を制定したり将来構
想を策定したりしているが、住民不在ではこ
うした地域活動力を培うことはできない。
②地域活動の要素
　地域活動に取り組むためには、人材、資金、
拠点、情報・ネットワークなどが不可欠であ
る。これらの要素を欠くと、活動を続けるこ
とは難しくなる。
　人材には、活動の中心となるリーダーだけ
でなく、組織をまとめる人や現場で働く人、
助言をする人、会費で支える人など、活動を
構成する幅広いメンバーが求められる。その
ほか、安定した収入源や活動拠点を確保する
こと、活発な情報収集や交流が活動を左右す
る。例えば、長浜のまちづくり役場は、黒壁
スクエアの一画に事務所をかまえ、専従のス
タッフがいて、業務の受託などで運営費をま
かない、他都市とも交流を図っている。
③地域活動の機能
　また、地域活動を行ううえでは、企画の立
案、組織の管理、資金の調達、会計の管理、
情報の発信、専門的な知識、関係者の調整な
ど各種の機能が求められる。例えば、三島の
グラウンドワーク三島は、環境の専門機関で
あるとともに関係団体の調整役でもある。ま
た、資料の制作を企画・提案し、行政から受
託することで資金を調達し、活動するたびに
新聞発表するなど広報にも積極的である。ま
ちづくりには事業センスも必要となってく
る。
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３　地域活動
　さて、いよいよ実際の地域活動に取り組む
わけだが、地域活動といっても、地域にお
ける活動（IN）、地域のための活動（FOR）、
地域による活動（BY）と、いくつかの捉え
方ができる。目的から考えると、地域を活性
化させる活動は、大きく経済目的の活動と社
会目的の活動とに分けられそうである。
①コミュニティ・ビジネス
　地域経済を活性化させるための主な活動と
しては、コミュニティ・ビジネスがあげられ
る。コミュニティ・ビジネスは、営利を目
的に事業として営まれるもので、住民のニー
ズを充たすサービスを提供する。運営費は主
に事業収入でまかなわれる。例えば、長浜で
は㈱黒壁がこうした営利的な事業を担ってい
る。
②コミュニティ・ボランティア
　これに対して、地域社会を活性化させるた
めの活動の一つに、コミュニティ・ボランティ
アがある。コミュニティ・ボランティアは、
公益を目的として自発的に行われるもので、
社会を変革する運動を展開していく。運営費
は主に寄付や会費収入でまかなわれているよ
うである。例えば、長浜では（特活）まちづ
くり役場がこうした公益的な事業を担ってい
る。
　しかし、実際のところ、どこまでがビジネ
スで、どこまでがボランティアなのか、はっ
きりと区別はできない。まず、まちづくり会
社の大半、例えば、三鷹の㈱まちづくり三鷹
などは、駐車場の管理といった営利的な事業
からコミュニティ団体の支援といった公益的
な事業まで幅広く担っている。
　また、営利目的なのに採算がとれなくても
継続していたり、公益目的でも行政からの委
託事業として実施していたりする場合があ
る。
　さらに、経済と社会は密接に関連している
ため、両方の目的が重なる場合も少なくな
い。例えば、三鷹の情報化は、起業支援とサー
ビス向上の経済・社会両面の活性化を目的と
している。また、小布施の文化振興は、地域
の魅力を高めること（社会の活性化）が、結
果として観光客の増加（経済の活性化）につ
ながっている。
４　地域活動の効果
　地域活動の効果としては、先に述べたビジ
ネスやボランティアの展開により、経済面や
社会面での活性化が期待される。
①地域経済の活性化
　地域経済は、産業の空洞化と景気の停滞で
低迷を続けている。企業がサービスを打ち切
れば、住民は必要なサービスを受けられなく
なる。大企業が退き、雇用の場を失うと、就
業者の収入も減る。住民の所得が下がると、
地元消費も抑えられ、景気はさらに落ち込む
という悪循環を繰り返すことになる。コミュ
ニティ・ビジネスには、住民のニーズに応え
るとともに、地域の雇用を創り出す、地域の
「稼ぎ」が期待される。
②地域社会の活性化
　地域社会は、人口の過疎化や少子高齢化
が進んでいる。人口の過疎化や少子高齢化
が進む要因の一つは、若者が流出するためで
ある。地域の担い手である若者が少なくなる
と、自治が保てない・後継ぎがいないといっ
た問題が起き、治安が悪化したり伝統が衰退
したりするなどの影響が懸念される。コミュ
ニティ・ボランティアには、地域を守り、ま
た一方で社会を変える、地域の「務め」が期
待される。
５　まちづくりの要点
　このように、資源の把握（リソース）から、
基盤の構築（インプット）、活動の展開（ア
ウトプット）、効果の発現（アウトカム）に
いたる地域活動のプロセスの中で最も重要な
のは、前節でも述べたように、活動そのもの
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より、その基盤を築くことであると考えられ
る。
図表４　まちづくりの構造
地域活性化の背景と効果
（出所）筆者作成
【地域経済の低迷】
産業の空洞化、
景気の停滞
【地域社会の希薄化】
人口の過疎化、少子高齢化
伝統の衰退
【地域経済の活性化】
ニーズの充足
【地域社会の活性化】
社会の変革
地域活動
【コミュニティビジネス】
営利目的・経営主導
・事業型
【コミュニティボランティア】
公益目的・運動主導
・政策型
【地域活動要素】
人材、資金、拠点、
情報、ネットワーク
【地域活動機能】
企画・調整、経理・資金調達、
広報、専門知識
地域活動の基盤
【地域活動力】
情報把握力、目標共有力、
主体連携力
地域活動の資源
【地域主体】
企業・行政・学校・NPO
【地域環境】
自然・社会的基盤
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Ⅳ　まちづくりの実践
　「まちづくり」は、いくら議論しても、実
践してみなければ分からない。実際に取り組
むことに意味がある。
　本節では、筆者自身のまちづくりの取組み
を紹介していく。１年目は研究会の発足、２
年目はシンポジウムの開催とネットワークの
設立、3年目はモデル事業の展開と、段階的
に進めてきた。4年目以降は成果を還元すべ
き時期にあることもふまえ、過去数年間の活
動の経緯をふり返りたい。
１　調査研究の段階
⑴北関東プラットフォーム研究会
　プロジェクト開始１年目の2001年、白鷗大
学では、産官学民の連携による地域活性化の
方策を探るため、経営学部の樋口兼次教授と
筆者が共同研究者となり、学内の研究助成を
受けて、「北関東プラットフォーム研究会」
を発足させた。
　研究会のメンバーは、白鷗大学の上記２名
のほか、「産」として小山商工会議所、「官」
として小山市役所、「学」として小山工業高
等専門学校、関東職業能力開発大学校、「民」
としてＮＰＯサポートセンター、ネットワー
クとちぎ、足利ＮＰＯフォーラム、それぞれ
の実務者レベルで構成されている。この研究
会では、小山やその周辺地域にはどのような
資源があるかを把握するところから始めた。
⑵シンポジウム「地域社会と大学」
　翌2002年には、研究会での検討結果を対外
的に発信するため、法学部の十周年記念にあ
わせて、「地域社会と大学」と題するシンポ
ジウムを開催し、地域活性化に向けた産学官
民の連携の必要性を地元関係者に呼びかけ
た。
　シンポジウムでは、市長による基調講演の
ほか、4つの分科会に分かれて、企業、行
政、市民、学校と大学の連携のあり方を議論
した。このシンポジウムでは、小山周辺では
何が課題となっているか、地元関係者が問題
意識や目標を共有することをねらった（「大
学と地域の連携探る─白鷗大シンポ」下野新
聞2002年8月27日）。
２　基盤構築の段階
⑴おやま大学ネットワーク
　プロジェクト２年目の2002年、前年の研究
会メンバーが仕掛人となり、白鷗大学、小山
工業高等専門学校、関東職業能力開発大学校
は、各学校長の合意に基づき「おやま大学ネッ
トワーク」を設立させる。この合意により、
3校は教員の個人的な協力関係を超えて学校
の組織的な連携関係を築くことになった（「小
山の大学・高専連携─白鷗大など3校が調印
式」読売新聞2002年7月26日）。
⑵おやま産学官ネットワーク
　ほぼ同時期に、この3校と小山市役所、小
山商工会議所等は、さらに「おやま産学官ネッ
トワーク」を設立させた。このネットワーク
には、市長・会頭・学校長により構成される
推進協議会と、実務者レベルで構成される運
営委員会があり、これらの会議を通じて、面
識の乏しかった行政・企業と大学の関係者が
交流を深められるようになった（「新産業創
出へ交流誓う─産学官ネットが初会合」下野
新聞2002年9月）。
⑶とちぎ自由大学
　その他、研究会のメンバーであったネット
ワークとちぎは、白鷗大学とも協力関係を結
びながら、市民による自由な学習の場とし
て「とちぎ自由大学」を開校させる。市民が
企画運営する講座に大学が支援するというこ
の関係は、市民公開講座のように大学が市民
に学習の場を提供するといった、これまでの
生涯学習のやり方に一石を投じることになっ
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た。
３　事業実施の段階
　プロジェクト3年目の2003年、前年に立ち
上げたネットワーク組織から、いくつかの事
業が動き始める。
　おやま産学官ネットワークでは、コミュニ
ティ・ビジネスのモデル事業として、コミュ
ニティカフェ「思川カフェ」を運営すること
になる（「小山駅西口・空き店舗にジャズ喫
茶─経営陣は白鷗大生」栃木よみうり2003年
8月27日）。
　また、とちぎ自由大学では、コミュニティ・
ボランティアのモデル事業として、コミュニ
ティ学習「まちづくり実践学部」を開講する
ことになった（「白鷗大のゼミ学生─まちづ
くりに独自案」下野新聞2004年3月12日）。
⑴思川カフェ
①コミュニティカフェ
　コミュニティ・ビジネスの実践事例として
取り組んだのが、「思川カフェ」である。こ
のカフェは、学生が空き店舗でジャズ喫茶を
経営するというもので、市民と学生の交流の
場、文化発信の新たな拠点をめざした。
②産学官の連携による起業支援
　このプロジェクトには、小山駅西口の空き
店舗を活用して、中心市街地を活性化させる
とともに、小山商工会議所、白鷗大学、小山
市役所の連携で学生の起業を支援するという
目的があった。
③仮想会社による運営体制
　カフェの運営にあたったのは、ジャズ研究
会や児玉ゼミナールなどの学生有志である。
彼らは共同経営者として仮想会社を設立し、
社長、副社長（兼店長）、人事・経理部長、
広報部長、管理・購買部長、製造部長、渉外・
販売部長、営業部長などと役割を分担した。
④チケット等による販売促進
　平日の昼12時から夜22時まで営業し、営業
にあたっては、割引券付きのチラシを配布し
たり、利用券を作成・販売したり、教職員食
券を利用できるようにしたりした。知名度の
低さや立地条件の悪さにもかかわらず、開店
１か月（20日間）だけで、来客者数は約700
人（１日平均35人）、売上高約52万円（同上
２万6千円）を記録した。
⑤オリジナルな飲食・販売
　メニューには、短大生の手作りケーキ、ふ
わふわ卵の大盛りオムライス、気まぐれパス
タなど、学生が考案する創作料理を用意。ま
た、地元菓子店の欲張りケーキセット、地酒
「小山評定」のお試しセット、「米パン」の持
帰り販売など、地元の協賛による地域限定商
品も取りそろえた。
⑥活発な交流イベント
　毎月のようにイベントを企画し、9月には
秋の味覚セール、10月には商店会のお祭りに
あわせて学生によるジャズライブ、11月には
文化の日にちなみ短大生は写真展、教員は
教養講座、ジャズ研究会は映画鑑賞会を催
した。12月のクリスマスシーズンにはプロの
ジャズライブ、ＤＪナイト、ハンドベルコン
サート、ＳＰ名盤の鑑賞会などイベントが目
白押しであった。
⑦積極的な広報・宣伝
　チラシで開店やイベントを案内するほか、
ホームページでも活動状況を紹介した。マ
スコミにも話題を提供し、新聞だけでなく、
NHK「首都圏ネットワーク」などのテレビ
や月刊「専門店」などの雑誌にも取り上げら
れた（月刊『専門店』第636号、44 ～ 47頁）。
⑧発展的な事業展開
　カフェを運営する過程で、学生は経営ノウ
ハウを身に付けていく。例えば、余ったコー
ヒーでコーヒーゼリーを作ってメニューに加
える、会議机に仏字新聞のテーブルクロスを
かける、自前で看板を作ったりカウンターの
ペンキを塗ったりするなど、自らの創意工夫
で店づくりを行った。
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　さらに、はじめは学生グループが教員の指
導を受けながら運営していたが、やがて起業
をめざす学生リーダーが中心となって経営し
ていくことになった。
⑵まちづくり実践学部
①コミュニティ学習
　コミュニティ・ボランティアの実践事例と
して取り組んだのが、「まちづくり実践学部」
である。この学部は、市民団体と学生が共同
でまちづくり講座を運営するというもので、
市民と学生の交流の場、政策提言の新たな拠
点をめざした。
②市民と大学の連携による生涯学習支援
　このプロジェクトには、まちづくり学習
を通じて地域の魅力を再発見するとともに、
ネットワークとちぎ、白鷗大学、栃木市教育
委員会の連携で市民の生涯学習を支援すると
いう目的があった。
③蔵や川のまちづくり
　とちぎ自由大学には、芸術・まちづくり実
践・民族探訪の3学部が設けられている。こ
のうち、まちづくり実践学部では、栃木が蔵
の街並みや巴波川で有名なことから、蔵や川
のまちづくりをテーマにワークショップ（勉
強会）を実施することにした。
④現地視察やネット検索
　講座では、インターネットによる文献調査
から、現地への視察調査、関係者へのインタ
ビュー調査など、さまざまな調査方法を用い
ている。
　前期は、蔵大工の方への取材、川越の視察、
江刺や長浜などの事例研究をもとに蔵の活用
方法を検討し、後期は、三島の視察、道頓堀
川や最上川などの事例研究から川の活用方法
を検討した。
⑤独創的なまちづくり提案
　また、講座では、自由な発想や多角的な視
点を大切にしました。その結果、地域限定の
通貨「蔵フット」、身近な観光案内「とちぎ
街角学芸員」、思い出を形にする観光土産「と
ちぎロウ細工」といった実現性の高い提案か
ら、栃木をモンテカルロにする「とちぎラ
リー」、栃木に異色のホストクラブ・ビジネ
スといった大胆な提案まで、さまざまな切り
口から幅広い提案がなされた。提案を聴きに
来た市職員や市議会議員の方からも、学生の
発想の斬新さに感心する声が上がった。
⑥積極的な対外発信
　ホームページでも活動状況を紹介するほ
か、栃木県の「アクティブタウン推進フォー
ラム」や「生涯学習ボランティアコーディ
ネートセミナー」などでも事例を発表し、新
聞のほか、月刊「マナビイ」などの雑誌にも
取り上げられた（『マナビイ』2004年２月号、
44・45頁）。そうした中、佐野市民大学など
同様の取組みを行う他の地域の方々との交流
も広がった。
⑦連携ノウハウの蓄積
　講座を運営する中で、市民と大学が連携す
るノウハウも蓄積されていった。例えば、①
教員を先生と呼んだり、学生を子供扱いした
りせず、対等な立場で接する、②専門用語や
地元事情を語らず、共通言語を持とう、③ネ
クタイを着けた、講座だけの付合いでなく、
時には飲みニケーションも悪くない、④お勉
強で終わらせず、地域課題の解決に活かそ
う、⑤学生は若者言葉を使わない、教員は成
績をちらつかせない、市民は受け身にならな
い、といった連携5か条もうまれた。
⑧発展的な事業展開
　講座に参加する過程で、学生はまちづくり
への関心を高めていく。実際、その後、ある
学生は内定した就職先を断って町役場の採用
試験を受け直し、またある学生は他のまちづ
くりワークショップに自ら進んで参加してい
る。
　2004年、栃木市では、「栃木市の将来を考
える100人会議」が発足した。大勢の市民が
まちづくりに参加するようになり、また、会
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議の性格も単なる学習の場から提言の場へと
発展している。この会議には、まちづくり実
践学部の卒業生が数多く関わっている。
NSC
Nとちぎ小山商議所
図表５　まちづくりの実践
関東能開大
NSC小山市
北関東プラットフォーム研究会
（出所）筆者作成
⑴ 調査研究段階（2001年）
Nとちぎ小山商議所
小山高専 白鷗大学
⑵ 基盤構築段階（2002年）
関東能開大
小山高専 白鷗大学おやま大学
ネットワーク
NSC
Nとちぎ
小山市
小山商議所
おやま産学官
ネットワーク とちぎ自由大学
⑶ 事業実施段階（2003年）
白鷗大学
コミュニティカフェ
思川カフェ
コミュニティ学習
まちづくり実践学部
小山市
中企庁助成 文科省助成
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Ⅴ　まちづくりの手法
　「まちづくり」はどうすればうまく進めら
れるのか。まちづくりを成功させるには何か
不可欠な条件があるはずである。
　本節では、まちづくりの手法を解説する。
地域の抱える問題を地域の担い手が連携して
解決していくうえでは、いかに問題を解決す
るか、いかに協働を促進できるかがかぎとな
る。ここでは、そうしたまちづくりの要領を
示したい。
１　問題解決の手法
⑴問題解決の意義
　まちづくりは、地域の抱える問題を解決す
ることに他ならない。したがって、まちづく
りの実践には、問題を解決する手法が求めら
れる。問題とは、期待と現実にギャップがあ
ることをいう。
⑵問題解決の手順
　問題を解決する基本的な考え方と流れは次
のようなものである。まず、環境の変化や市
民のニーズから、困ったこと（問題）を発見
する。次に、期待と現実あるいは目標と現状
を比較しながら、漠然とした問題を明確にし
ていく。その中で、問題を解決できない原因
（与件）と解決できる原因（問題点）に区別
する。そして、解決できる原因（問題点）に
ついてなすべきこと（課題）を設定する。課
題を解決する施策を立案し、複数の施策案の
中から特定の施策を選択・決定し、実施して
いくわけである⑸。
２　協働促進の手法
⑴協働促進の意義
　まちづくりでは、地域の主体が連携するわ
けであるから、まちづくりの実践には協働を
促進する手法が求められる。協働を促進する
ことを「ファシリテーション」という。
　これまでの地域社会は行政が一元的に統
治してきた。行政はピラミッド型の組織で
あり、ここでは首長が強いリーダーシップを
発揮して、上意下達によって専権的に意思決
定を行う。しかし、これからの地域社会は行
政・企業・市民が多元的に統治することにな
る。各主体が自発的・流動的に参加するネッ
トワーク型の組織であり、ここでは仲介役の
巧みなファシリテーションによって民主的に
合意形成を行わなければならない。
⑵協働促進の手順
　協働を促進する基本的な考え方は、共感と
理解が人を動かすということであり、その基
本的な流れは、しっかり受け止め、投げ返す
ということである。
•受容「なるほど」（うなずく）、
•共感「…というご意見なんですね」
•深化「なぜ、そう思われるのですか」
•確認「…と理解していいですか？」
•伝達「…という考え方もありますよね」
•提起「…についてはどう思われますか」
　共感を高める技術、理解を深める技術はい
ろいろと細かくあるが、大切なのは、聖域を
つくらないこと、縄張り意識をもたないこ
と、相手を非難しないこと、肩書や立場を忘
れること、愚痴や文句を言わないこと、人の
話をよく聞くこと、最後まで諦めないこと、
思い込みを捨てること、強がりを言わないこ
と、そして楽しく話し合うことである⑹。
Ⅵ　学によるまちづくりの可能性
　これからの「まちづくり」には何が求めら
れるのか。その中で自分たちはどのような役
割を果たせるのか。むすびに一つの処方箋を
示そう。
　本節では、まちづくりの課題を考察する。
前章で解説した問題解決と協働促進に関連し
て、ここでは、まちづくりにおける学習の場
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と協働の担い手の必要性と、「学」に対する
期待を述べたい。
１　学習の場と協働の担い手
⑴問題を解決する学習の場
　地域活動は、ニーズの充足、社会の変革の
いずれにせよ、地域の問題を解決することで
あり、地域活動の基盤として、情報を把握し、
目標を共有する「学習の場」が必要となる。
⑵協働を促進する担い手
　地域活動では、多様な主体が連携すること
になり、地域活動の基盤として、これらの「協
働を促進する担い手」（ファシリテーター）
が不可欠となる。
２　学校と学生の活用
⑴学習の場としての学校
　では、この地域学習の場として、学校など
の教育資源をもっと活用できないだろうか。
こうした学習の場としては、まず公民館など
の社会教育施設があげられる。しかし、近年
の公民館は個人の趣味や教養に関する講座が
多くを占め、利用者も高齢者や女性に偏って
いる。公民館で地域に関する講座を増やすと
ともに、青少年を取り込む意味でも、小中学
校や高校などの学校教育施設にも目を向けな
ければならない。そのためには、行政内部で
も首長部局と教育委員会との垣根を越えた取
組みが求められてくるだろう。
⑵協働の担い手としての学生
　また、この地域協働の担い手として、学生
が主体的な役割を担えないだろうか。例え
ば、栃木でも青年会議所がまちづくりイベン
トを主催したり、大学生がまちづくり会議を
進行したりするなど、青少年がまちづくりの
協働を担っている。こうした役割は高校生も
十分担いうるものと考えられる。実際、栃木
青年会議所で行ったアンケート調査でも、ま
ちづくりにおいて学生に新しい発想や活力、
世代を超えた交流を期待する声は少なくな
い。
３　学生によるまちづくりの試み
　「まちづくり」に「学」を活かせるか。地
域活動の基盤として、学校や学生をどれだけ
活用できるかは未知数である。
　そこで、筆者のゼミナールでは、小山市教
育委員会が主催する、まちづくりの生涯学習
講座「おやま市民大学政策コース」を、学生
主導で企画運営することにした。
　講座は、2004年8月から2005年１月までの
毎月１回、小山市生涯学習センターで開催さ
れた。初回は付箋を用いたブレインストーミ
ングでテーマを洗い出し、２回目はフリー
ディスカッションを通じて問題意識を掘り下
げた。第3回は受講者に「まちの風景」を
写真に収めてもらい現状を把握、つづく第4
回はテーマを「公園」に絞込み、バスを借り
て実際に現地を調査した。そして第5回には
調査結果を分析するとともに、公園に対する
ニーズを整理、最終回は理想の公園を「模型」
に表し、提言をとりまとめている。学生の創
（出所）筆者作成
図表６　学によるまちづくり
まちづくり
問題の解決
協働の促進
学習の場
協働の担い手
学校の活用
学生の活用
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意工夫で講座を企画運営し、学生たちは全6
回の講座を進行したほか、講座の合間には会
報を発行した。
　実際に、発言の要旨を把握し論点を図示す
るといった板書の活用、議事の経過や結論を
整理した議事録の作成、議論の組み立てや深
め方、意見の取り上げ方やまとめなど会議の
進行などをみても、まちづくりにおいて、生
涯学習センターを学習の場として活用でき、
学生が協働の担い手として十分な役割を果た
せることが検証されている。
４　学生によるまちづくりの提言
　このように「まちづくり」に「学」を活か
すためには、どう後押ししたらよいか。この
学生たちは、栃木県の「平成青年建白書」と
して、学の活用による地域の活性化に向け
て、次の施策を柱とする「まちづくり学習特
区」構想を提言している⑺。
①【誘因】単位の認定
　「まちづくり科目」を設置し、活動状況に
応じて単位を認定するなど、高校生などが学
習の一環として地域活動に参画できるように
する。
②【知識】教材の開発
　「まちづくりの手引き」などの学習教材を
開発し、高校生などが地域活動の意義を理解
し、問題解決や協働促進の手法を効果的に習
得できるようにする。
③【時間】授業の短縮
　地域行事のある日は「まちづくりの日」と
して授業を短縮したりするなど、小中学生や
高校生が地域活動に積極的に参加できるよう
にする。
④【人材】関係者の活用
　青年会議所や自治会、ＮＰＯの関係者を「ま
ちづくり指導員」として招へいするなど、小
中学生や高校生が地域関係者から指導を受け
られるようにする。
⑤【拠点】学校の地域開放
　公民館などの社会教育施設だけでなく、小
中学校・高校などの学校教育施設を「まちづ
くり学習センター」として活用できるように
する。
⑥【資金】活動費の支弁
　高校生などが企画運営する地域活動の費用
を「まちづくり学習費」として学校で支弁す
るなど、少額でも自由に活動費を使用できる
ようにする。
　地域活動実践者、学校・社会教育関係者を
はじめ関係者の皆さまには、ぜひこの提言を
実現していただくことをお願いして、本稿を
むすぶことにする。
　本稿をきっかけに、多くの市民の方々、特
に学生の皆さんが、まちづくりに関心をも
ち、まちづくりの担い手になっていただけれ
ば幸いである。
注
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